
平成３１年４月１日 

                          令和３年１月２９日一部改正 

                          令和３年４月１日一部改正 

                          令和４年３月３１日一部改正 

                          令和５年３月１日一部改正 

                          令和６年３月１８日一部改正 

                          令和６年３月３１日一部改正 

令和７年３月２１日一部改正 

 

大津市地域バス路線運行等対策費補助金交付基準 

補助金の名称 
Ⅰ 特定生活路線運行費補助金 

Ⅱ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

補助金の交付目的 

地域住民の移動手段として必要不可欠であり、かつ自ら移動手段を持たない地

域住民のセーフティネットでもある乗合バスの安定的な運行を確保し、もって

交通の不便な地域の発生を防止及び地域住民の移動手段を確保することを目

的とする。 

補助金の交付対象者 乗合バス事業者 

補助対象経費 

Ⅰ 特定生活路線運行費補助金 

別紙第３項のとおり 

Ⅱ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

別紙第１４項のとおり 

補助金の額及びその

算定方法又は補助率 

Ⅰ 特定生活路線運行費補助金 

別紙第６項のとおり 

Ⅱ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

別紙第１６項のとおり 

補助金交付事業の 

開始時期 
平成３１年４月１日 

補助金交付事業の 

終了時期 
令和１１年３月３１日 

その他 補助対象期間、補助対象区間、交付申請等は、別紙のとおりとする。 

様式 

⑴特定生活路線運行費補助金交付申請書（様式第１号） 

⑵特定生活路線運行費補助金交付決定及び額の確定通知書（様式第２号） 

⑶地域バス路線運行等対策費補助金交付請求書（様式第３号） 

⑷地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付申請書（様式第４号） 

⑸地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付決定及び額の確定通知書 

（様式第５号） 

担当部署 建設部 地域交通政策課 



《別紙》 

（定義） 

この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 乗合バス事業 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに規定する一般乗合旅客自動車運送

事業をいう。 

⑵ 乗合バス事業者 乗合バス事業を経営する者をいう。 

⑶ 補助対象期間 この基準による大津市地域バス路線運行等対策費補助金の交付を受けようとする会計年度の９

月３０日を末日とする１年間とする。ただし、市長が必要と認めた場合は、異なる期間を定めることができる。 

⑷ 平均賃率 次の算定式により算出される数値をいう。 

 停留所相互間総運賃額 

停留所相互間総キロ
  

なお、補助対象期間中に運賃改定が予定されている場合は、次の算定式により算出される数値をいう。 

 （運賃改定前適用の平均賃率×適用日数）＋（運賃改定後適用の平均賃率×適用日数） 

総適用日数
  

 ⑸ 実車走行キロ 次の算定式により算出される数値をいう。 

   系統キロ程 × 実績運行回数 

 ⑹ 実績運行回数 補助対象期間内において、別表に定める運行系統の補助対象便が実際に運行した回数をいう。

ただし、天災等市長がやむを得ないと認めた場合の運休は、運行したものとみなす。 

⑺ 平均乗車密度 次の算定式により算出される数値をいう。（小数点第１位まで算出。第２位以下切り捨て。）  

 運送収入 

 実車走行キロ×平均賃率 
  

⑻ 市街地部分 西日本旅客鉄道大津駅から半径５キロメートル以内の区域をいう。 

⑼ 市街地率 次の算定式により算出される数値をいう。 

 当該運行系統の市街地部分に係る系統の延長 

当該運行系統の総延長
  

⑽ 地域キロ当たり標準経常費用 地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（以下「国補助要綱」という。）

に定める地域キロ当たり標準経常費用の額をいう。 

⑾ 補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用 次の算定式により算出される数値をいう。 

 補助対象事業者の補助対象期間における乗合バス事業の経常費用の実績額 

実車走行キロの実績額
  

⑿ 補助対象経常費用 次の各項目に掲げる運行系統の補助対象経常費用の額は、当該各項目に定めるところによ

る。 

①別表１及び別表３の１号に定める運行系統 次の算定式により算出される数値をいう。 

  

北近畿ブロックの          補助対象事業者の       

地域キロ当たり標準経常費用の額 ＋ 実車走行キロ当たり経常費用の額

２
 × 補助対象系統の実車走行キロ 

ただし、大津市の地域キロ当たり標準経常費用の額が補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用の額を

超える額である場合は、次の算定式により算出される額とする。 

補助対象事業者の実車走行

キロ当たり経常費用の額 × 補助対象系統の実車走行キロ 

  ②別表２の１号に定める運行系統 国補助要綱別表２に定める補助対象経常費用の見込額をいう。 

③別表２の２号及び別表３の２号に定める運行系統 次の算定式により算出される数値をいう。 

  
京阪神ブロックの地域キロ当たり 

標準経常費用の額      × 補助対象系統の実車走行キロ 

⒀ 経常収益 次の各項目に掲げる運行系統の経常収益は、当該各項目に定めるところによる。 



 ①別表１、別表２の２号及び別表３に定める運行系統 次の算定式により算出される数値をいう。 

補助対象系統の補助対象

期間における運送収入 ＋ 運送雑収 ＋ 営業外収益 

②別表２の１号に定める運行系統 国補助要綱別表２に定める経常収益の見込額をいう。 

 ⒁ 運送収入 運行系統の運送収入は、次の各項目に定める数値を合算したものとする。 

①当該運行系統の乗客が補助対象区間内で乗車及び降車した場合 当該運行により得られた運送収入をいう。 

②当該運行系統の乗客が補助対象区間内で乗車もしくは降車のどちらか一方をした場合 次の算定式により算出 

される数値をいう。 

 当該運行により得られた運送収入 

２
  

 

Ⅰ 特定生活路線運行費補助金 

（補助対象事業者） 

１ この基準による特定生活路線運行費補助金（以下「生活路線補助金」という。）の交付の対象となる事業者（以

下この生活路線補助金において「補助対象事業者」という。）は、特別交付税に関する省令（昭和５１年自治省令第

３５号）第５条第１項第３号イの表２の項に基づき特別交付税の算定基礎とされる地方バス路線を運行する乗合バ

ス事業者とする。 

（補助対象系統） 

２ 生活路線補助金の交付の対象となる運行系統は、別表１に定める運行系統とする。 

（補助対象経費の額） 

３ 生活路線補助金の交付の対象となる経費（以下この生活路線補助金において「補助対象経費」という。）の額

は、次の算定式により算出される数値をいう。 

補助対象経常費用の額 － 経常収益 

ただし、当該運行系統の一部又は全部が市街地部分に含まれる場合は、次の⑴及び⑵により算出される額の合計

額とする。この場合、⑵に掲げる当該市街地率に係る係数は、市街地率が２０パーセント未満の系統にあっては

１．０、同２０パーセント以上５０パーセント未満の系統にあっては０．７５、同５０パーセント以上の系統にあ

っては０．５とする。 

  ⑴ 
当該運行系統の 

補助対象経費の額 × 
 当該運行系統の総延長 − 市街地部分に係る延長 

当該運行系統の総延長
                                       

⑵ 当該運行系統の補助対象経費の額 × 市街地率 × 当該市街地率に係る係数 

（生活路線補助金交付の限度期間） 

４ 生活路線補助金は、補助対象となった年度から市長が定める年度までを限度として交付する。 

（生活路線補助金の交付申請） 

５ 生活路線補助金の交付を受けようとする者は、特定生活路線運行費補助金交付申請書（様式第１号）を、次に掲

げる書類を添えて、市長が指定する期日までに市長に提出するものとする。 

⑴ 特定生活路線運行費交付申請に係る事業内容を記した書類 

⑵ 補助対象期間に係る旅客自動車運送事業等報告規則（昭和３９年運輸省令第２１号）第２条第２項に規定する

事業報告書の写し及び輸送実績を記載した書面並びに補助対象期間に係る同規則第２条の２に規定する輸送実績

報告書の補助対象路線に係る部分の写し 

⑶ 経営改善計画書の写し 

⑷ 補助対象路線を明示した運行系統図 

⑸ 平均乗車密度表 

⑹ その他市長が必要と認めた書類 

（生活路線補助金の額） 

６ 生活路線補助金の額は、予算の範囲内において当該運行系統ごとの補助対象経費の額（１,０００円未満の端数が



生じた場合は、これを切り捨てた額）の合計額とする。 

（生活路線補助金の交付決定及び額の確定） 

７ 市長は、第５項の規定による申請書の提出があったときは、当該申請書を審査し、これを適正と認めるときは、

生活路線補助金の交付決定及び額の確定を行い、特定生活路線運行費補助金交付決定及び額の確定通知書（様式第

２号）により当該申請者にその旨通知するものとする。 

（生活路線補助金の請求） 

８ 前項の規定による生活路線補助金の交付決定及び額の確定通知を受けた者は、速やかに地域バス路線運行等対策

費補助金交付請求書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。 

（生活路線補助金の交付） 

９ 市長は、前項の規定による補助金交付請求書の提出があったときは、生活路線補助金を交付する。 

（生活路線補助金の経理等） 

１０ 生活路線補助金の交付を受けた乗合バス事業者は、生活路線補助金に係る経理について、他の経理と明確に区

分した帳簿を備え、その収支の状況を明らかにするものとする。また、乗合バス事業者は、当該帳簿及び補助金に

係る証拠書類を生活路線補助金の交付を受けた日の属する会計年度の終了後、５年間保存するものとする。 

（生活路線補助金の交付の取消し及び返還） 

１１ 市長は、生活路線補助金の交付を受けた乗合バス事業者が、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

生活路線補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した生活路線補助金の全部若しくは一部

の返還を命ずることができる。 

 ⑴ 本基準の規定に違反したとき。 

⑵ 生活路線補助金の交付決定の条件に違反したとき。 

⑶ 生活路線補助金交付申請書に虚偽の記載をしたとき。 

 

Ⅱ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

（補助対象事業者） 

１２ この基準による地域公共交通確保維持改善事業費補助金（以下「確保維持補助金」という。）の交付の対象と

なる事業者（以下「補助対象事業者」という。）は、乗合バス事業者とする。 

（補助対象系統） 

１３ 確保維持補助金の交付の対象となる運行系統は、別表２及び別表３に定める運行系統とする。 

（補助対象経費の額） 

１４ 確保維持補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）の額は、運行系統ごとに次の算定

式により算出される額を合算したものとする。 

⑴ 別表２の１号に定める運行系統における補助対象経費の額は、運行系統ごとに次の算定式により算出される額

を合算したものとする。 

（補助対象経常費用の額 － 
地域間幹線系統確保

維持費国庫補助金 － 
滋賀県の

補 助 金 － 経常収益） × 
大津市に係る運行延長

運行総延長
  

⑵ 別表２の２号に定める運行系統における補助対象経費の額は、運行系統ごとに次の算定式により算出される額

を合算したものとする。 

補助対象経常費用の額 － 
地域間幹線系統確保

維持費国庫補助金 － 
沿線自治体

の 補 助 金 －  経常収益 

⑶ 別表３に定める運行系統における補助対象経費の額は、運行系統ごとに次の算定式により算出される額を合算

したものとする。 

補助対象経常費用の額 － 
地域内フィーダー系統

確保維持費国庫補助金 － 経常収益 

（確保維持補助金の交付申請） 

１５ 確保維持補助金の交付を受けようとする者は、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付申請書（様式第４



号）を、次に掲げる書類を添えて、市長が指定する期日までに市長に提出するものとする。 

⑴ 地域公共交通確保維持改善事業費交付申請に係る事業内容を記した書類 

⑵ 補助対象期間に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項に規定する事業報告書の写し及び輸送実績を

記載した書面並びに補助対象期間に係る同規則第２条の２に規定する輸送実績報告書の補助対象路線に係る部分

の写し 

 ⑶ 経営改善計画書の写し 

 ⑷ 補助対象路線を明示した運行系統図 

 ⑸ 平均乗車密度表 

 ⑹ その他市長が必要と認めた書類 

（確保維持補助金の額） 

１６ 確保維持補助金の額は、予算の範囲内において当該運行系統ごとの補助対象経費の額（１，０００円未満の端

数が生じた場合は、これを切り捨てた額）の合計とする。 

（確保維持補助金の交付決定及び額の確定） 

１７ 市長は、第１５項の規定による申請書の提出があったときは、当該申請書を審査し、これを適正と認めるとき

は、確保維持補助金交付の決定及び額の確定を行い、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付決定及び額の確

定通知書（様式第５号）により当該申請者にその旨通知するものとする。 

（準用） 

１８ 第８項から第１１項までの規定は、この確保維持補助金の規定により交付する補助金について準用する。 

（実施の細目） 

１９ この基準に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

（令和３年度一部改正に伴う経過措置） 

２０ 令和３年４月１日付けの改正後の基準は、同日以後の事業に係る補助金について適用し、同日前の事業に係る

補助金についてはなお従前の例による。 

（令和４年度一部改正に伴う経過措置） 

２１ 令和５年３月１日付けの改正後の基準は、令和４年度分の補助金から適用する。 

（令和５年度一部改正に伴う経過措置） 

２２ 令和６年３月１８日付けの改正後の基準は、令和５年度分の補助金から適用する。 

（令和６年度一部改正に伴う経過措置） 

２３ 令和７年３月２１日付けの改正後の基準は、令和６年度分の補助金から適用する。 

  



 

別表１（第２項関係） 

 

別表２（第１３項関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

番
号 

路
線
名 

運行系統 補助対象区間 
補助 

対象便 
起点 

主な 

経由地 
終点 起点 

主な 

経由地 
終点 

１ 

堅
田
葛
川
線 

堅田駅 向在地道 
伊香立 

小学校前 
堅田駅 向在地道 

伊香立 

小学校前 
全便 

堅田駅 山百合の丘 堅田駅 堅田駅 山百合の丘 堅田駅 全便 

堅田駅 
伊香立 

中学校前 

伊香立 

小学校前 
堅田駅 

伊香立 

中学校前 

伊香立 

小学校前 
全便 

２ 
牧
口
線 

石山駅 建部大社 牧口 石山駅 建部大社 牧口 午前便 

番
号 

路
線
名 

運行系統 補助対象区間 
補助 

対象便 
起点 

主な 

経由地 
終点 起点 

主な 

経由地 
終点 

１ 

近
江
大
橋
線 

草津駅 

西口 

ｲｵﾝﾓｰﾙ 

草津 
浜大津 

草津駅 

西口 

ｲｵﾝﾓｰﾙ 

草津 
浜大津 全便 

２ 

京
都
比
叡
平
線 

三条京阪 山中町 比叡平 三条京阪 山中町 比叡平 全便 

三条京阪 山中町 比叡山頂 三条京阪 山中町 比叡平 全便 



 

別表３（第１３項関係） 

番
号 

路
線
名 

運行系統 補助対象区間 補助 

対象便 

起点 主な経由地 終点 起点 主な経由地 終点 

１ 

花
屋
敷
鶴
の
里
団
地
線 

花屋敷 
池の里南 

鶴の里団地 

大津駅 
浜大津 

花屋敷 
池の里南 

鶴の里団地 

大津駅 
浜大津 全便 

花屋敷 
池の里南 大津駅 浜大津 

花屋敷 
池の里南 大津駅 浜大津 全便 

浜大津 大津駅 
花屋敷 
池の里南 

浜大津 大津駅 
花屋敷 
池の里南 

全便 

浜大津 
大津駅 

鶴の里団地 

花屋敷 
池の里南 浜大津 

大津駅 

鶴の里団地 

花屋敷 
池の里南 全便 

２ 

大
津
比
叡
平
線 

大津京駅 
比叡平口 

一丁目南 
比叡平 大津京駅 

比叡平口 

一丁目南 
比叡平 全便 

大津駅 

大津京駅 

比叡平口 

一丁目南 

比叡平 大津駅 

大津京駅 

比叡平口 

一丁目南 

比叡平 全便 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


